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子ども・子育て支援等推進調査研究事業の実施について 
 
「子ども・子育て支援等推進調査研究事業」は、質の高い保育及び地域型保育並びに地

域子ども・子育て支援事業等の提供に係る子ども・子育て支援に関する諸般の課題、児童

虐待防止対策強化・社会的養育推進のための諸課題及び障害児支援施策全般にわたり引き

続き解決すべき課題や新たに生じた課題について、現地調査等による実態の把握や試行的

取組等を通じた提言を得ることを目的として、今般、別添要綱により実施することとした

ので通知する。 
 なお、各都道府県知事におかれては、貴管内市町村（特別区を含み、指定都市及び中核

市を除く。）に対する周知につき配慮願いたい。 
 
  

各 殿 



（別添） 
 

子ども・子育て支援等推進調査研究事業実施要綱 
 
１ 事業目的 

子ども・子育て支援等推進調査研究事業は、質の高い特定教育・保育及び地域型保育並

びに地域子ども・子育て支援事業等の提供に係る子ども・子育て支援に関する諸般の課

題、児童虐待防止対策強化・社会的養育推進のための諸課題及び障害児支援施策全般に

わたり引き続き解決すべき課題や新たに生じた課題について、現地調査等による実態の

把握や試行的取組等を通じた提言を得ることを目的とする。本要綱は、「子ども・子育て

支援等推進調査研究事業費補助金交付要綱」（令和５年６月 16 日こ成事第 325 号こども

家庭庁長官通知の別紙。以下「交付要綱」という。）に定めるほか、子ども・子育て支援

等推進調査研究事業の実施に当たり必要な事項を定める。 
 

２ 事業の実施主体 
事業を実施する主体（以下「実施主体」という。）は次の各号に掲げる要件を満たすも

のとする。 
（１）次のいずれかであり、申請した事業が３に定める子ども・子育て支援等推進調査

研究事業及び子ども・子育て支援調査研究事業に関する企画評価委員会における事

前評価の結果、採択された団体又は４（１）により指定した団体 
   ① 社会福祉法人、特定非営利活動法人、公益社団法人、一般社団法人、公益財団

法人、一般財団法人、その他の法人 
   ② 都道府県、市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。） 
 （２）（１）の①に掲げる法人は、申請する前年度において当該法人としての事業実績

があるなど良好な運営がなされていることを証する法人 
 （３）（１）の①に掲げる法人で、過去において、法令等に違反する等の不正行為（故

意又は重大な過失によるものに限る。）を行った法人の場合は、補助金の返還を命

じられた日が属する年度の翌年度以降１年以上５年以内の間で当該不正行為の内

容等を勘案して相当と認められる期間を経過している法人 
 
３ 子ども・子育て支援等推進調査研究事業及び子ども・子育て支援調査研究事業に関す

る企画評価委員会 
調査研究課題の内容の検討、応募のあった事業に対する補助の要否についての評価等

及び採択した各事業の実施状況についての総合的な評価等は、別に定めるところにより

設置する、外部有識者等による子ども・子育て支援等推進調査研究事業及び子ども・子育

て支援調査研究事業に関する企画評価委員会（以下「企画評価委員会」という。）におい

て行う。 
なお、応募のあった事業に対する補助の要否についての評価等に当たっては、必要に

応じてヒアリングを行う。 
 



４ 対象事業 
 本事業が対象とする事業は、次の各号に該当する事業とする。 
（１）別に公募する調査研究課題に該当する事業であり、かつ、その事業により得られ

る成果が今後の施策等に反映できるもの、又は、行政施策の推進に特に必要な次の

表の左欄に掲げる調査研究課題について優れた研究成果を得るために、実施する

団体を指定し行う事業。 
 

調査研究課題 事業内容 国庫補助額 
児童買春、児童ポルノ被害児童

の保護施策の実施状況に関する

調査研究 

被害児童の支援や施策の課

題に関する調査研究 
 

１，５００万円以内 

 
（２）単年度で終了する事業であること。 
（３）企画評価委員会における評価の結果、採択することが適当と認めたもの又は（１）

により指定したもののうち、成育局長及び支援局長が予算の範囲内で補助金の交

付が必要と決定した事業であること。 
 （４）次に該当する事業は、対象としない。 

① 事業内容が調査研究課題の内容と明らかに合致していない場合 
② 他制度による補助対象事業および国庫補助が廃止（一般財源化）された事業 

並びに地方公共団体の補助事業により実施していたもの 
③ 事業の主たる目的である事務・業務の５０％以上を外部委託するものや、第 

三者への資金交付を目的とした事業 
④ 事業の大部分が設備又は備品の購入等である事業 
⑤ 営利を目的とした事業 
⑥ 補助対象額が５００千円に満たない事業 
⑦ 事業に携わる者と経理に携わる者が兼務している場合 

 
５ 事業の実施主体の責務 
 （１）実施主体は、交付要綱８（申請手続）により申請する際に、本補助事業により実

際に事業を行う事業担当者と本補助事業に係る金銭の管理（出納を含む）を行う

経理担当者を明確にし、各担当者が法令等を遵守する旨を誓約した書面を提出し

なければならない。 
 （２）経理担当者は、事業担当者を兼ねることはできない。 
 （３）実施主体は、交付要綱８（申請手続）により申請する際に、事業が終了した時点

で必ず成果物を提出する旨を誓約しなければならない。 
 （４）実施主体は、事業が採択された場合及び事業が完了した場合には、実施主体自ら

が採択された事業の概要及び事業結果の概要を作成し、当該実施主体のホームペ

ージへ掲載する等の方法で、速やかに公表しなければならない。 
    また、実施主体は、実績報告書の提出時において、事業の成果物（事業の成果等

をまとめた報告書冊子）を電子媒体（ＰＤＦ形式）により当該実施主体のホームペ



ージに掲載し、掲載が終了した時点において成育局参事官（事業調整担当）付へ報

告しなければならない。 
 （５）実施主体は、本補助事業に係る収入及び支出について、当該実施主体の監事によ

る監査を必ず受け、適正な収支となっていることを証する監査結果の報告書を実

績報告書とともに成育局参事官（事業調整担当）付に提出しなければならない。 
 （６）実施主体は、企画評価委員会が行う書面、ヒアリング又は訪問による調査を積極

的に受諾しなければならない。 
 

６ 公表 
不正行為（故意又は重大な過失によるものに限る。）を行った法人に対し、本事業によ

る補助金の返還を命じる場合は、当該不正行為等の内容その他必要な事項を公表する。

ただし、当該不正行為の内容等が、社会的影響が小さくかつ悪質でない場合については、

この限りではない。 
 
７ 事業の名称 

国庫補助事業の交付事務等の円滑化を図る観点から、事業の採択時に使用した事業の

名称については交付額の確定が終了するまでの間、国に提出する資料について名称の変

更を行ってはならないこととする。 
 
８ 応募方法 

補助を希望する者は、別に定めるところにより、書面により応募するものとする。 
 

９ 交付要綱４（交付額の算定方法）の対象経費を算定するための額 
交付要綱４（交付額の算定方法）の表の第３欄に定める対象経費にかかる補助単価に

ついては、予算の範囲内において他の補助事業及び実勢等を勘案して、別に定めること

とする。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                


